
需要予測の前提条件（平成 23 年度調査との比較） 

表 ７号線延伸 需要予測の前提条件比較表 

 平成 23 年度調査 平成 26 年度調査（案） 備考 

予測対象年次 H32・H47 H37・H52  

基礎データ 

H17 国勢調査 

H20PT 調査 

H18．3住民基本台帳 

H18 事業所統計 

H22 国勢調査 

H20 PT 調査 

H21 経済センサス 

H25 の延伸線沿線居住者移動実

態調査

将来人口フレーム 

（都道府県） 

H19．５国立社会保障・人口問

題研究所（以下「社人研」）推計

値 

 埼玉県：6923 千人（Ｈ32） 

     6258 千人（Ｈ47） 

H25．3社人研推計値 

 埼玉県：6991 千人（Ｈ37） 

     6305 千人（Ｈ52）

市町村別人口推計 

H20．１２社人研推計値 

 さいたま市： 

  1207 千人（Ｈ32） 

  1142 千人（Ｈ47） 

H25．3社人研推計値 

 さいたま市： 

  1241 千人（Ｈ37） 

  1168 千人（Ｈ52）

開
発
人
口

沿線開発 
H23 時点で建築確認申請が出

ているものを見込む 

H26 時点で建築確認申請が出て

いるものを見込む 

8 月末時

点 

浦和美園ﾋﾞﾙﾄ

ｱｯﾌﾟｹｰｽ 
自治体ヒアリング等により設定 同左  

東京都 既存資料等より設定 
既存資料「未来計画 2020」等か

ら設定する 

大
規
模
商
業
施
設

来店者数 
平均来店者数 16 千人/日 

従業者 2300 人 

平均来店者数 33.4 千人/日 

従業者 2300 人

分布・ 

機関分担 

H18 来店者・従業者調査より 

ただし近隣市の大規模店の開店

を考慮して補正 

 鉄道分担率 

  来店者平日 10.8％ 

  来店者休日  4.7％ 

  従業者  44.6％ 

H25 来店者・従業者調査より 

 鉄道分担率 

  来店者平日 2.5％ 

  来店者休日 1.3％ 

  従業者  42.1％ 

埼
玉
ス
タ
ジ
ア
ム

試合数 
国際試合 2 試合、Ｊリーグ 2１

試合 

国際試合 2試合、Ｊリーグ2１試

合 

平均来場者数 

直近平均 

 国際試合：53.8 千人/回 

Ｊリーグ ：28.9 千人/回 

（感度：H15～H23 平均） 

直近平均 

 国際試合：62.2 千人/回 

Ｊリーグ ：34.2 千人/回 

（感度：H15～H25 平均） 

分布 
埼玉スタジアム来場者アンケー

ト（H15) 

埼玉スタジアム来場者アンケー

ト（H25) 

機関分担 
埼玉スタジアム来場者アンケー

ト（H15)を SR データで補正 

埼玉スタジアム来場者アンケー

ト（H25)を SR データで補正 

 平成 23 年度調査 平成 26 年度調査（案） 備考 

鉄
道
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク

ﾈｯﾄﾜｰｸ 

H32 年計画路線 

 ・相鉄、東急直通線 

 ・相鉄、ＪＲ直通線 

 ・ＪＲ東北縦貫線 

 ・小田急小田原線（複々線化） 

 ・西武池袋線（複々線化） 

H37 年計画路線（同左） 

+東武野田線急行運転？ 

詳細情報

が公表さ

れた場合

は見込む 

運賃 消費税 5％ 消費税8％  

バスネットワー

ク 
H23 現在 H26 現在  

需

要

予

測

モ

デ

ル 

機関分担 H20 年 PT調査より H20 年 PT 調査より  

鉄道経路配

分 
H17 大都市交通センサスより H22 大都市交通センサスより  

アクセス H20 年 PT調査より H20 年 PT 調査より  

埼玉スタジ

アム 

埼玉スタジアム来場者アンケー

ト（H15)より 

 鉄道分担率 

  代表戦行き 76％ 

     帰り 69％ 

  Ｊリーグ行き 50％ 

      帰り 51％ 

埼玉スタジアム来場者アンケー

ト（H25)より 

 鉄道分担率 

  代表戦行き 71％ 

     帰り 59％ 

  Ｊリーグ行き 39％ 

      帰り 38％ 

※本調査の費用便益分析は『鉄道プロジェクトの評価手法マニュアル 2012』に従って行う。

平成 23 年度調査で用いた『鉄道プロジェクトの評価手法マニュアル 2005』と比較すると、

評価対象事業の拡大、二酸化炭素排出量原単位（環境改善便益の計測に用いる）等の更新、

存在価値の計測手法の解説の拡充等がされているが、本調査の費用便益分析の結果に大き

な影響を与えるものではないと想定される。

資料２



概算建設費の考え方の整理 総括表 

調査年度 平成 23年「地下鉄7号線延伸検討委員会」 平成 24年度調査 平成 25年度調査 その他 

検討ケース ・調査ルートに対する概算建設費 ・単線整備によるコスト縮減策 ・岩槻駅連絡設備の見直しによるコスト縮減策 ・新技術の採用によるコスト縮減策 ・駅施設規模の縮小によるコスト縮減策 

概算建設費 

または 

コスト縮減額 

の算出条件 

・概算建設費は、平成２２年価格とし、消費税を含むこと

とする。 

・概算建設費は、岩槻駅設置位置について、東口案と直下

案の２ケースを対象に試算する。 

・整備方針として、「将来の複線化有り」、「将

来の複線化なし」の 2ケースを考える。 

・岩槻駅東口案を対象とする。 

・延伸線と東武野田線ホームを直接結ぶ乗換連

絡地下通路を設置しない出入口計画を検討す

る。 

①地上発進・地上到達が可能なトンネル築造工

法（URUP 工法）の採用を検討する。 

②フローティング・ラダー軌道の採用を検討す

る。 

①埼玉スタジアム駅の配線形態を2面3線から

2面 2線に縮小する。 

②延伸に伴う浦和美園の 2 面 3 線化を省略す

る。 

概算建設費 

または 

コスト縮減額 

費 目 
東口案 

（億円） 

直下案 

（億円） 
備 考 

工事費 650 720  

用地費 90 90 
用地買収、地上権設定、

家屋補償等 

土木費 320 390 
高架橋、橋りょう、 

トンネル等 

設備費 210 210 
軌道費、建築費、 

機械費、電気費 

連絡 

設備費 
30 30  

総

係

費 

工事 

付帯費 
20 20 測量、設計、調査等 

管理費 70 80  

消費税 30 40 消費税・地方消費税 5% 

合  計 770 860  

km 当り 

建設費 
107 118 

東口案7.2ｋｍ 

直下案7.3ｋｍ 

注 1)前回委員会（H17.2）における直下案の概算建設費 750

億円（H16 年価格）と今回試算額860 億円との主な相違

点は、以下に起因している。なお、東口案については前

回委員会では試算されていない。 

・H16年から H22年の物価上昇分：＋30億円 

・埼玉ｽﾀｼﾞｱﾑ駅 2面 3線化費用 ：＋10億円 

・岩槻駅橋上駅舎受替等     ：＋30 億円 

・連絡設備費等         ：＋40 億円 

注 2)上表の概算建設費には、車両費約 10億円～20億円、鳩

ヶ谷駅に追越設備を設置する場合の費用約150億円、将

来的な 8 両化への対応費用及び運行形態の変更に伴う

車載機器の改修等の費用は含まれていない。 

・将来複線化なしケース 

・将来複線化ありケース 

費 目 

将来 

複線化なし 

（億円） 

将来 

複線化あり 

（億円） 

工事費 575 610 

用地費 75 80 

土木費 270 290 

設備費 200 210 

連絡 

設備費 
30 30 

総

係

費 

工事 

付帯費 
20 20 

管理費 60 65 

消費税 25 25 

合  計 680 720 

km 当り 

建設費 
94 100 

※平成22年度単価に5%の物価上昇率を考慮

・民間建物との合築構造を前提とした出入口

（検討箇所③）および駅付近の歩道に接続す

る出入口（検討箇所⑦）に加え、東武岩槻駅

橋上駅舎に直結する連絡設備（検討箇所④）

の 3箇所を設置するケース。 

・両出入口及び連絡設備にはEVを設置できる。 

●コスト縮減額：約 10億円 

①URUP 工法 

・従来のシールド工法がトンネルの始終端に立

坑を設置して、一定の土被りを有する状態で

シールドマシンを発進・到達させていたのに

対して、URUP 工法はシールドを地上から直接

発進させ、小土被り区間を掘進したのち、通

常区間を掘進して、再び地上に到達させるシ

ールド工法である。 

・地上発進・地上到達により、アプローチ区間

となる開削トンネルおよび発進・到達立坑の

施工を省略できる。 

●コスト縮減額：約 2億円 

②フローティング・ラダー軌道 

・線路と同じ方向に剛性を持たせたラダーマク

ラギを、弾性のある防振材あるいは防振装置

で一定の間隔で支持することにより、コンク

リート路盤から浮かせた（フローティング）

構造の軌道である。 

・施工が容易なため、軌道敷設工期を短縮し、

施工費を縮減することができる。 

●コスト縮減額：約 1億円 

①埼玉スタジアム駅 

・運行計画の前提を変更し、スタジアム開催時

の列車運行を全て岩槻折返しとすることに

より、埼玉スタジアム駅は2面 2線での対応

が可能になる。 

●コスト縮減額：約 10億円 

②浦和美園駅 

・スタジアム開催時の想定最大運行本数（20

本/時）に対して、車両基地からの出庫が 10

本/時であると仮定した場合に、列車運行の

弾力性を考慮すると、2面 3線化するのが望

ましいという整理になっている。 

・埼玉スタジアム開催のサッカーJ リーグ観戦

客の鉄道利用者数が減少している現状や、新

国立競技場の建設によるサッカー日本代表

戦等の試合数の影響、さらには最近の運行実

績（特に Jリーグ開催時の車両基地からの出

庫本数）を踏まえると、2面 3線化の必要性

について再度整理し直し、現況施設（1 面 2

線＋臨時ホーム）での延伸対応も視野に入れ

る。 

●コスト縮減額：約 20億円 

備 考 
・単線整備の場合、運行可能本数は 6 本/時と

なる。（延伸検討会議の前提は 8本/時） 

・延伸線と東武野田線の乗換時間が平均 5.4 分

と、H23 調査案の 3.7 分に比べて長くなる。 

・新工法の適用にあたっては、詳細な地盤状況

の調査や維持管理面での事業者合意が必要で

ある。 

＋110億円 

検討箇所③ 

検討箇所④ 

検討箇所⑦ 

既計画案　　【立坑発進工法】 コスト縮減案　　【ＵＲＵＰ工法】

　開削トンネル　立坑　　シールド掘削 低土被り部　　　　　シールド掘削

　　　　　　　　　　地下部 　　　　　　　　 　　地下部

   ・開削トンネル工事    ・シールドトンネル工事
   ・発進立坑工事    ・低土被り部補助工事
   ・シールドトンネル工事

　　対象線路延長約1,270ｍ　　　

概算縮減額　約２億円

岩槻駅 岩槻駅

既計画案　　【弾性まくらぎ直結軌道】 コスト縮減案　　【フローティング・ラダー軌道】

　　　　　　　　　  　　　断面図 　　　　　　　　　　　　    断面図
　50Nレール　　　　　弾性直結軌道用PCマクラギ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　道床コンクリート

　　　　　　　振装置（防振箱・ゴム・クッション・パット）

　　※消音バラスト散布 　　　　　　　　　　　　平面図

・レール50N　（共通） ・レール50N　（共通）

・締結装置（共通） ・締結装置（共通）
・弾性直結軌道用PCマクラギ ・ラダーマクラギ（防振材・緩衝材・継材）　
・弾性防振装置（防振箱・ゴム・クッション・パット）
・消音用バラスト

　　　　　　　　　　　　　　　　　　対象線路延長約＝6,100ｍ（バラスト区間除く）　　　　　　　　

概算縮減額　約１億円

185×460mm
6.25ｍ：1ユニット

厚26mm

50Nレール

出庫

1面2線＋ 

臨時ホーム 

2面 3線 
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浦和美園～埼玉スタジアム駅先行整備案 比較表（一次選定） 

ケース ケース 1 ケース 2 ケース 3 ケース 4 ケース 5 

縦断線形 
概要図 

埼玉スタジアム駅 
配線概要図 

整備概要 

・岩槻延伸の H23 延伸検討会計画ルート
（平面線形、縦断線形、計画構造物）を
埼玉スタジアム駅まで先行整備する案。 
・先行整備時は、下り本線ホーム及び上
り本線ホームを折返し列車運行に用い
るために、暫定的にシーサスクロッシン
グを挿入する。 
・埼玉スタジアム駅は岩槻延伸時と同様
の形態となる。 

・H23 延伸検討会計画ルートに対して、
埼玉スタジアム駅のホーム形態を、計画
2面 3線に対して 1面 2線分の構造物・
軌道のみを先行整備する。 
・先行整備時は、下り本線ホームを折返
し列車運行に用いるために、暫定的に渡
り線を挿入する。 

・H23 延伸検討会計画ルートに対して、駅
間は単線とし、埼玉スタジアム駅も 1
面 2線とする。 

・H23延伸検討会計画ルートに対して、平
面線形は同様とするが、縦断線形につい
ては美園 2 号線を過ぎたところまで地
平区間とし、そこから盛土・高架橋にて
埼玉スタジアム駅に至る案。 

・埼玉スタジアム駅のホーム形態を、計画
2面 3線に対して 1面 2線分の構造物・
軌道のみを先行整備する。 

・先行整備時は、下り本線ホームを折返し
列車運行に用いるために、暫定的に渡り
線を挿入する。 

・ケース 4に対して、駅間は単線とし、埼
玉スタジアム駅の配線を1面2線とする
案。 

道路 
交差 

美園 3号 下越し（都計道施工済み） 

美園 2号 上越し 下越し（都計道をオーバーパスに変更） 

美園 1号 上越し（交差点付近、都計道オーバーパス困難） 

駅間線路本数 複線 複線 単線 複線 単線 

埼スタ駅配線 2 面 3線 1 面 2線 1 面 2線 1 面 2線 1 面 2線 

建設費 

( )内は高額な 
ｹｰｽから順に 
(1)～(5) 

①先行整備時：(1) 
②全線開業時：(5) 

①先行整備時：(3) 
②全線開業時：(4) 

①先行整備時：(5) 
②全線開業時：(2) 

①先行整備時：(2) 
②全線開業時：(3) 

①先行整備時：(4) 
②全線開業時：(1) 

・岩槻延伸時の全体建設費は概ね変わら
ないが、埼玉スタジアムまで先行着工し
た場合には、先行着工の利子分だけ全体
事業費が増加する。 

・駅構造物を 2 段階施工とするため、先
行整備時の費用はケース 1 より安価と
なるが、岩槻延伸時はケース 1 よりも
若干高価となる。 

・将来複線化を前提に単線高架橋を建設し
た場合、先行整備時のコストは縮減でき
るが、トータルコストはケース 1、2 よ
りも増となる。 

・高架橋の建設費低減分よりも、地平区間
の地盤改良費や道路オーバーパスによ
る建設費増分の方が大きくなる。 

・将来複線化を前提に単線高架橋を建設し
た場合、先行整備時のコストはケース 4
よりも縮減できるが、トータルコストは
ケース4よりも増となる。 

工期 
（道路付替除く） 

・各ケースに共通する概略工程は右の通り。駅部工事がクリティカルとなり、ケースにより数ヶ月単位の差が生じると考えられる。
・事業化に至る関係者間の合意形成に要する期間は考慮していない。 
・環境アセスは浦和美園～埼玉スタジアム駅間に限定して実施できるものと仮定した。 
・測量・設計・用地買収は都市計画決定と同時に速やかに開始できるものと仮定した。 
・工事は工期短縮に向けた各種施策（工区割の細分化、借地や地元説明の早期完了、時間外・休日工事を等）を行う前提とした。 

①アセス･都市計画決定･認可申請 
②測量・設計・用地買収 
③土木工事 
④建築･設備･開業準備 
合 計         6 年程度 

※関係者のヒアリングにより 
二次選定では 8年程度に変更。 

・フルスペックなので最も工期は長い ・駅部工事がケース 1よりも若干短い ・駅部工事がケース 1よりも若干短い ・駅部工事がケース 1よりも若干短い ・駅部工事がケース 1よりも若干短い 

利便性 

運行面 
最短列車運行間隔は約 2 分と、スタジア
ム開催時の想定運行本数 20 本/時を許容
できる。 

最短列車運行間隔は約 2 分と、スタジア
ム開催時の想定運行本数 20 本/時を許容
できる。 

最小列車運行間隔は約 5分（12本/時）と、
スタジアム開催時の想定運行本数 20 本/
時を許容できない。 

最短列車運行間隔は約 2分と、スタジアム
開催時の想定運行本数 20 本/時を許容で
きる。 

最小列車運行間隔は約 5分（12本/時）と、
スタジアム開催時の想定運行本数 20 本/
時を許容できない。 

輸送量 1 列車 1,500 人として 30,000 人/時 1 列車 1,500 人として 30,000 人/時 1 列車 1,500 人として 18,000 人/時 1 列車 1,500 人として30,000 人/時 1 列車 1,500 人として 18,000 人/時 

混雑 
2 面 3 線を全て上り列車利用者に供用で
きることから、混雑緩和効果が高い。 

駅舎・ホームが段階整備となるため、駅
の旅客収容能力はケース 1よりも劣る。 

ケース2と同様の混雑レベルとなる。 ケース 2と同様の混雑レベルとなる。 ケース 2と同様の混雑レベルとなる。 

課題 

・岩槻延伸時には下り線利用者も混在す
るため、利便性が低下する。 

・駅構造物と同様に駅施設は部分供用と
なるため、コンコースの流動幅員や改札
幅員、利用できるホーム幅員の合計はケ
ース 1よりも劣り、混雑が懸念される。 

・ケース 2同様に駅施設が部分供用となる
ため、混雑が懸念される。 

・複線整備ケースに比べて、運行の弾力性
に欠ける。 

・美園 2号線を超えたところまで地平区間
となるため、緑地・緑道を一部切土する
必要がある。 

・ケース 2同様に駅施設が部分供用となる
ため、混雑が懸念される。 

・美園 2号線を超えたところまで地平区間
となるため、緑地・緑道を一部切土する
必要がある。 

・ケース 2同様に駅施設が部分供用となる
ため、混雑が懸念される。 

・複線整備ケースに比べて、運行の弾力性
に欠ける。 

・美園 2号線を超えたところまで地平区間
となるため、緑地・緑道を一部切土する
必要がある。 

評価 ○ ○ △ △ △ 

※全線開業時の建設費は、H23 年度延伸検討委員会の算出条件の下、消費税を 8%として算出し直した。

浦和美園 St 美園 3号 美園 2号 埼スタ St 美園 1号 浦和美園 St 美園 3号 美園 2号 埼スタ St 美園 1号 
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岩槻駅～蓮田延伸ルート比較表 

 Ａルート Ｂルート Ｃルート 

平面概要図 

縦断概要図 

ルートの延

長 
約 6.5km 約 5.5km 約 5.3km 

ルート概要 
・沿線の人口集積地区である大規模団地付近の国道線下に中間駅を設置
するルート。 
・全線地下構造とする。 

・大規模団地の東側に中間駅（高架構造）を設置するルート。 
・岩槻駅付近および蓮田駅付近は地下構造とするが、一部、橋梁構造と
する。 

・速達性を最優先し、岩槻駅と蓮田駅を直線的に結び、中間駅を設置し
ないルート。 
・岩槻駅付近および蓮田駅付近は地下構造とするが、一部、高架橋とす
る。 

ルートの特

徴 

・岩槻駅と蓮田駅を直線で結んだルートに対して、最も大きく迂回する
ルートとなるが、国道線下に中間駅を設置することで、大規模団地から
の利用が見込まれるほか、大学利用者の需要も期待できる。 

・Ａルートに比べて迂回度合が小さく、高架橋区間を設けることでコス
ト縮減を図ることができるが、中間駅の利用者は国道の東側の大規模
団地がメインになると想定され、国道より西側の利用は少ないと考え
られる。 

・3 ルートの中で最も延長が短く、中間駅も設置しない案であることか
ら、速達性と経済性は最も優れているが、鉄道不便地域の解消には繋が
らないことから、駅間地域からの利用はあまり期待できない。 
・駅間の中間部付近の高架橋区間については、沿線状況の変化により駅
が必要になった場合、後施工での駅設置も比較的容易である。 

評価 
・中間駅の需要はＢルートよりも期待できるが、全線地下構造となるこ
とからコストも最も大きくなる。 

・建設コストはＡ案よりも削減できるが、中間駅の位置を大規模団地の
東側にした場合、国道で分断された以西からのアプローチに課題があ
り、大規模団地以外からの需要（利用者）はあまり期待できない。 

・速達性に最も優れているが、中間駅を設置しないため沿線の利便性は
向上しない。 
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次

年

度

以

降

の

事

業

 目標値：1,000人超増
　　（H24～H26）  

 目標値：3,000人超増
　　（H27～H29）  
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